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Abstract

Geospatial Metadata Clearinghouses are being constructed in United States and other countries in the manner

of information technologies of ISO 23950 and FGDC GEO Pro�le.

In this year the committee which consists of GIS associated ministries, specialists, local public bodies and

GIS companies have de�ned the draft Z39.50 GEO Japan Pro�le based on JMP1.1 as the Metadata Standard

of Geograhic Information in Japan and have experimentally constructed a prototype system of GIS Metadata

Clearinghouses and have evaluated the draft Z39.50 GEO Japan Pro�le and the prototype system according

to this pro�le. This project was founded on Database Promotion Center, Japan which Ministry of Economy,

Trade and Industry entrusts to. This paper shows the abstract of this project.
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1 はじめに

地理情報システム (GIS)は、ハードウエア、ソフト

ウエアの低価格化により、簡易なGIS導入が可能とな

り、またインターネットの爆発的な普及により、GIS

関連情報の相互流通の需要も飛躍的に増大している。

その一方で、地図データなどについては、未だ電子化

されていない、システム毎にデータ仕様が異なり相互

利用ができない、また GIS の導入主体各々が独自に

類似データを整備することとなり、結果として社会的

には 2重 3重の投資になってしまうなどの問題が生じ

ていた。

こうした中、GISの関係省庁 (現 1府 12省庁)をメ

ンバーとするGIS関係省庁連絡会議では、「国土空間

データ基盤標準及び整備計画」(平成 11年 3月)を決

定し、普及期 (平成 11年度から平成 13年度まで)の

GISの普及にかかる課題をまとめた。この中で、「ク

リアリングハウス」をGIS関連情報の相互流通促進、

データ整備における重複投資の回避に不可欠であると

位置付け、各省庁がその整備を普及期前半で行うこと

を決定した。

上記背景の下、経済産業省、国土交通省、総務省の

3省庁が連携協力し、共通のモデル地区において種々

の事業を行い、その成果を GIS関係省庁連絡会議の

議論に反映させることになっている。

今年度、経済産業省は (財)データベース振興セン

ターへの委託を通して、「平成 12年度情報システム標

準化推進事業 (地理情報システム標準化等推進事業)」

において、地理情報のメタデータに関するクリアリン

グハウスの調査を実施した。本事業では地理情報クリ

アリングハウスに米国を中心に各国で導入が勧められ

ている、ISO23950(以下、Z39.50)及びFGDC(Federal

Geographic Data Committee: 米国連邦地理情報委員

会) が策定した Z39.50 GEO Pro�le[1]の方式を検討

し、GIS 関係省庁、専門家、地方公共団体、各企業

を委員として国内の地理情報標準 [2] にある JMP1.1

(Japan Metadata Pro�le: ISO19115CD準拠) に基づ

く Z39.50 GEO Pro�leを作成し、クリアリングハウ

スの実証実験を行った。

本報告では、本事業において主要な技術として採用

している情報検索の国際標準規格であるZ39.50、なら

びに FGDCの考えるクリアリングハウスの在り方に

ついて解説し、本実証実験の概要を説明する。

2 Z39.50とは

2.1 Z39.50 規格開発の経緯

Z39.50[3] は 1970 年代、米国の幾つかの書誌ユー

ティリティの書誌目録データベースを横断的に検索す

ること、ならびに共同による書誌目録の作成作業を支

援することを目的に開発が始まった [4]。規格開発の

過程で OSI 準拠に変更され、図書館機能の検索と返

戻に関する標準的なプロトコルとして、電子図書館に

おける要素技術1に位置付けられている。

Z39.50 の実装は当初、書誌目録の検索とその結果

データの返戻処理のネットワーク化、これら実装によ

るテストベッドの構築に関心を寄せる小数の書誌ユー

ティリティと図書館パッケージのベンダーに限られて

いた。やがて、この規格に関心を寄せる分野が増え、

データベース一般への適用も試みられるようになった。

前後して、第 2版の公開の頃、規格の開発作業に関心

を寄せる ZIG2と呼ばれる非公式の技術者グループが

結成されるに到り、Z39.50 は、一般的な情報検索の視

点からその有効性の検証も兼ねて、広く認識されるよ

うになった。また、1990年代に入り、インターネット

リソースの認知と整備が急速に進む中、OSI 準拠とさ

れつつも、実際には TCP に載せる実装が主流となっ

ている。Z39.50 は OSI第 7層の規格として開発され

ているが、今後の改訂では、ASN.13 と転送データの

符号化方式BER4 は採用されるものの、もはや、OSI

規格として束縛されることはなくなるものと考えられ

る。一方、ASN.1 を XML で簡易に扱うための仕様

[5] が提案されており、HTTP との親和性に向けた取

り組みも行われている。

2.2 目的と特徴

Z39.50は当初、図書館機能の検索と返戻に関する標

準的なプロトコルとして開発されたが、今日では、汎

用的なサーバ/クライアント型の、相互連携性を確保

する情報検索プロトコルとして有効性が認識されるよ

うになっている。

� ベンダー間の相互連携

{ 様々な DBとユーザ IF

� 組織間の相互連携

1ISO23950:1998として規格化され、国内では JIS X 0806:1999
として採用されている。

2Z39.50 Implementors Group: Z39.50 実装者グループ
3Abstract Syntax Notation One: 抽象構文記法 1 (ISO 8824)
4Basic Encoding Rules: 基本符号化方式 (ISO 8825)
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{ 様々な図書フォーマット

� ユーザグループ間の相互連携

{ 公共図書館と大学図書館

{ 様々なコミニティにおける図書館

� コミニティ間の相互連携

{ 図書館、出版社、DBサービス、美術館・博

物館

さらに、Z39.50はDBを抽象化して扱う。具体的な

検索項目は意味論的に一般化され、汎用的な構造をも

つ検索式と属性集合から組み立てることになる。

� 標準化された検索項目 (アクセスポイント)

{ 属性集合

� 標準化された検索式

� 標準化された返戻形式

{ スキーマ

{ 選択可能なレコード構文

{ 返戻時にレコードの選択が可能

� レコード内容に左右されない検索処理

これらを踏まえて、Z39.50の大きな特徴として以下

を上げることができると考えられる。

� Z39.50は検索と返戻の機能を高度なレベルで相

互連携する、情報検索のプラットフォーム・プ

ロトコルと捉える。

� ユーザインタフェース層は、Z39.50の上位層に

位置付ける。つまり、情報検索機能を提供する

プロトコルのシステム層と、利用者の使い勝手

を提供するユーザインタフェース層を明確に分

離してシステムを設計することができる。

2.3 機能概要

Z39.50の基本機能は以下のものから構成される。

� 初期化 (Initialization)

� 検索 (Search)

� 返戻 (Present)

2.3.1 初期化機能

Z39.50による通信を確立するにあたり、サーバとク

ライアントは初期化処理により Z-Associationを確立

する。クライアントは初期化要求で以下の様々なサー

ビスをサーバに要求し、サーバは自身の機能・能力と

比較調整し、可能なサービスならびにオプションを初

期化応答でクライアントに返す。

� プロトコルバージョン

� 認証情報

� プロトコル機能リスト/実装情報

� メッセージサイズ

� レコードサイズ

2.3.2 検索機能

サーバで提供される DB を指定し、クライアント

は抽象化された属性集合を用いて検索式を組み立て、

サーバに検索要求を発行する。サーバは検索処理を行

い、ヒット件数やステータス情報を返す。この時、サー

バには検索結果集合が作成され、クライアントは返戻

機能を通して必要なレコードを取得する。

2.3.3 返戻機能

検索処理によりサーバに作成された検索結果集合か

ら、必要なレコードを希望するレコード構文 (フォー

マット)で取得する。レコードの全体ではなく、その

一部を選択して取得することができる。

2.3.4 その他の機能

� 検索結果集合削除

� アクセス制御

� 課金・リソース制御

� ソート

� 走査 (閲覧)

� 拡張サービス

永続的検索結果集合、永続的検索式、定期的検索

実行、蔵書注文、DB更新、仕様導出/発動、等。

� 説明

� 終了
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2.4 Pro�leによる利用形態

Z39.50を利用する際、対象とする分野に共通化した

仕様を付記することで、高いレベルで相互連携性を確

保した運用が可能になる。これは、標準仕様の使用方

法に関する合意規定とされるもので、Pro�leと呼ばれ

る。Pro�leで規定される内容は以下のものである。

� どの検索項目 (アクセスポイント)が有効?

� どの属性が有効?

� レコード構文には何を指定できる?

� どの機能が一般に利用できる?

� どのオプションが利用できる?

� 特定分野向けのデータは許容される?

これまで図書館向けに幾つかの Pro�leが作成され

ているが、その他の分野で作成されているものを以下

に示す。

� STAS

科学工学向け属性集合を規定。

� CIMI

美術館情報をコンピュータ上で交換するための

コンソーシアムが作成。テキスト以外に画像情

報も検索対象とする。

� CIP

国際的な地球観測衛星委員会が作成。地理空間

情報の検索にも使用される。

� GILS

行政情報所在案内サービス (クリアリングハウ

ス)。汎用的な情報所在案内サービスの参照モ

デル。

� GEO

地理情報を対象とするクリアリングハウスを実

現するためのもの。

2.5 問題点と課題

Z39.50はOSI参照のプロトコルして規定され、OSI

特有の難解な用語で記述される理論ベースのプロトコ

ルであり、様々な抽象化レベルで記述されている。OSI

規格を包含する形になった Version 2(1992) 当時と比

較して、今日では TCP/IP上で実装されることが一

般的になっている。

Z39.50専用のクライアントは海外で幾つかリリー

スされているが、機能的に収斂した製品が未だ存在し

ていない。この技術の適切な専門家が小数であること

も理解を普及する上で妨げになっている。

Z39.50は様々なレベルで相互連携を許容する情報検

索の複雑な仕様であり、真の相互連携を実現するため

には、多くの実証作業を必要とする。これらの作業を

通して、問題点を解決することが可能になると考えら

れる。

3 地理情報メタデータと Z39.50 -

FGDCの取り組み -

1994年の国土空間データ基盤の整備と流通を規定し

た米国大統領令 12906号を受けて、FGDCは地理情報

のメタデータの相互流通を促進することを目的に、情

報検索プロトコル Z39.50を採用した地理情報クリア

リングハウスのためのGEO Pro�leを策定している。

3.1 FGDCが支援するクリアリングハウス
の活動

FGDCが支援するクリアリングハウスは、デジタ

ル空間データを提供している各機関がインターネット

上に独立にサーバを稼働させる分散型の形態を採用し

ている。このクリアリングハウスで提供されるものは

メタデータと呼ばれるもので、参加している各機関は

Z39.50 を用いたクリアリングハウスサーバを稼働さ

せ、検索と返戻の処理を共通化されたフレームワーク

の下で行っている。エンドユーザ向けの利用では、一

般に Z39.50-Webゲートウエイによるインタフェース

が用いられる。

クリアリングハウスの目的は、メタデータを通して

デジタル空間データへのアクセスを提供することにあ

る。メタデータにはデジタル空間データのカタログ情

報が記述され、各空間データと画像データへのリンク

が記述されている。クリアリングハウスを用いること

により、デジタルデータセットは 1つ以上の形式でダ

ウンロードすることができる。

FGDCがクリアリングハウスを支援する目的は、一

般に非常に高価なデジタル空間データを、不必要に重

複投資することなく最小のコストでかつ共同して整備

することにある。オンラインシステムから検索可能な

デジタルデータの品質ならびに要件を促進することに

より、データの収集と研究活動の両方に大いに貢献す

ることが期待される。
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3.2 参加が求められる機関

当初、連邦政府の機関がクリアリングハウスに参加

することが求められていたが、現在は連邦政府を含み、

州政府、大学、地理情報ベンダーが参加している。な

お、これら組織的基礎の調整努力は、以下の 3つに分

類することができる。

� 政府を基盤とした調整

州政府の組織が、州の機関、連邦政府機関、地

方政府やその他機関の間の調整努力を先導する。

� 地域コンソーシアム

(州の境界線内あるいは境界線を跨いで)地域に

持続する関心を持つ機関が、共有データを開発

するためのコンソーシアムを構成する。これら

コンソーシアムには、(地域的関心に行政責任を

負う)州および連邦政府機関、その他が含まれる

ことがある。郡や市町村、地域の機関および地

域内の公共事業主を含む幾つかのGISコンソー

シアムがある。

� 特殊プロジェクト

地理的地域に共通な関心を有する問題が存在す

る場合、ある機関がその問題に対処するための

共有データ開発を目的とした提携関係を期間限

定で構築することがある。

これら組織の活動は、具体的に以下のものから構成

される。

� クリアリングハウスの維持、更新のための戦略

ならびに概念を改善する。

� 規格を草案化し、改訂し、承認する。

� データの質を実証するための方針を策定する。

� データ管理手順を確立する。

� 必要な技術開発を支援する。

� クリアリングハウスについて参加者を教育する。

そして、これら活動を支援するために、国、州、地

域レベルで以下の取り組みが必要になる。

� 規格の推奨

� 資金援助やその他の資源の確認

� 提携の推奨

� 規格の導入

� パイロットプロジェクトの開始

� 手順や技術の試験および実施

� 論争および対立の解決

3.3 アクセス可能なデータ

クリアリングハウスから取得できるデジタル空間

データセットは市販されているデータ製品と比較して

最小であることが多い。データセットの集合は各デー

タセットに継承される汎用的なメタデータを含むこと

ができる。従って、幾つかのデータ提供者は、メタデー

タが独立した地理情報の特徴の下に保守されることを

要求する。ある組織によりメタデータの連続性が維持

されても、クリアリングハウスにおけるデータ検索の

要求はデータセットレベルに留まることになる。なお、

米国では地理情報のメタデータは著作権を主張しない

形態で使用することができる。このため、メタデータ

の再利用が認められている。

3.4 クリアリングハウスの相互連携

FGDCは地理情報メタデータの蓄積ならびに検索

について集中化されたシステムを採用せず、分散され

た検索環境を整備することを選択している。このため

クリアリングハウスの作成単位は大学や連邦政府の研

究機関、地方公共団体等の様々なレベルが存在し、開

放型の分散連携形態になっている。FGDCのこの方針

に沿って、Compusult5、Blue Angel Technologies6、

Crossnet Systems7 等の各企業は、GEO Pro�leに対

応したシステムやツールキットを開発、販売しており、

クリアリングハウス内部の検索エンジンにはRDBMS

や独自の検索エンジンを採用している。

分散検索の効率を左右する主な要因は各クリアリン

グハウスにおける処理効率にあり、分散検索時の帯域

使用率は小さいレベルに留まっている。現在、北米に

6 つのWebゲートウエイが配置されており、これら

Webゲートウエイを通して複数のクリアリングハウ

スに検索要求を発行することができる。

4 国内地理情報標準メタデータへの
クリアリングハウス適用

FGDCは米国国内のメタデータ仕様であるCSDGM

(Content Standard for Digital Geospatial Metadata)

を定義し、クリアリングハウスに適用するにあたり、

基幹プロトコルに Z39.50 を採用したGEO Pro�leを

策定している。これにより、横断的なクリアリングハ

ウスの利用が可能となっており、現在、米国を中心に

5http://www.fgdctoolkit.com/
6http://www.blueangeltech.com/
7http://roadrunner.crxnet.com/
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加州、欧州、豪州、南アフリカ等において導入が進め

られている。

Z39.50 については、ISO/TC46 において 1998 年

ISO23950として制定されたことを受け、国内でも JIS

X 0806「情報検索 (Z39.50)応用サービス定義及びプ

ロトコル仕様」として平成 11 年 1 月 20 日に制定さ

れている。工業標準化法の第 67条では、「国及び地方

公共団体は、鉱工業に関する技術上の基準を定めると

き、その買い入れる鉱工業品に関する仕様を定めると

きその他の事務を処理するに当たって第二条各号に掲

げる事項を尊重してこれをしなければならない。」と

規定している。これを受けて、地理情報のクリアリン

グハウスの購入発注に際しその仕様が JIS X 0806に

より得ない特殊且つ合理的な要請がある場合を除き、

調達の仕様に採用する必要がある。同様に、WTO政

府調達協定第 6条第 2項により、国及び都道府県、政

令指定都市は、国際標準規格に基づいて調達すること

とされている。

以上を踏まえ、国内においても、GIS メタデータに

関する国際的な動向ならびに国際規格の採用を踏まえ

て、相互連携する、共通化された仕様に準拠したクリ

アリングハウスの在り方を検討することになった。

今年度、経済産業省は (財)データベース振興セン

ターへの委託を通して、「平成 12年度情報システム標

準化推進事業 (地理情報システム標準化等推進事業)」

において、GIS関係省庁、専門家、地方公共団体、各企

業を委員としてクリアリング調査委員会を設置、国内

の地理情報標準にある JMP1.1に基づくZ39.50 GEO

Pro�le の在り方を検討し、併せてこれに準拠する実

証実験システムを構築、モデル地区を対象に実証実験

を行うことになった。

4.1 調査課題

本調査では、選定された 3 箇所のモデル地区が保

有する地理情報を基に、策定した国内向け地理情報プ

ロファイル (GEO-J Pro�le) 案に従い、メタデータの

収集、編集、加工を行う。更に実証実験用として構築

した Z39.50地理情報クリアリングハウスに収集メタ

データを蓄積し、モデル地区の地方公共団体職員によ

り、メタデータの検索、サンプル画像等の参照をイン

ターネットを経由して行う。これにより、Z39.50地理

情報クリアリングハウスの運用面、データ整備面、利

用面における課題等を明らかにする。主な調査課題は

以下の通りである。

� 国内向け地理情報プロファイル (GEO-J Pro�le)

案の策定

� 策定された GEO-J Pro�le案に基づき、モデル

地区 (豊中市、大分県、臼杵市)が保有する地理

情報のメタデータの収集、編集、加工

� Z39.50プロトコルを用いたクリアリングハウス

の構築

� モデル地区で収集されたメタデータのクリアリ

ングハウスへの蓄積

� 当該クリアリングハウスの実験的運用

� 実験的運用成果の評価

� モデル地区の地方公共団体職員による、当該ク

リアリングハウスの実験的利用

� 実験的利用成果の評価

なお、これと並行して、米国における Z39.50 クリ

アリングハウスの運用実態調査を行った。

4.2 GEO-J Pro�le案

FGDCが策定しているGEO Pro�le V2.2はクリア

リングハウスに高度な機能を提供している。メタデー

タの返戻形式も元の XML形式の他に HTML等幾つ

かのフォーマットが用意されている。ただし、GEO

Pro�le で規定される全ての仕様を実装することは非

常に高コストであり、また実際には利用される頻度の

少ない機能が多く存在する。これらの事情を反映して

FGDCに登録されているクリアリングハウスの多く

はGEO Pro�leで規定される仕様の内、必要十分とさ

れる一部の仕様を実装しているのが現状である。

4.2.1 検討課題

国内の GEO Pro�le案 (GEO-J Pro�le 案)を策定

するにあたり、FGDCの GEO Pro�le仕様と現状の

実装機能を踏まえた上で、以下の観点からクリアリン

グハウスへの要求事項について検討を行った。

� 国内地理情報標準 (ISO19115CD準拠)で策定さ

れるメタデータ形式 JMP1.1への配慮

� JMP1.1 を考慮した必要十分なメタデータ項目

の構成

� JMP1.1を考慮した必要十分な検索項目

� JMP1.1を考慮した必要十分な返戻形式
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4.2.2 作成方針

地理情報メタデータを対象とするクリアリングハウ

スを構築するにあたり、採用するメタデータ形式は、

標準として公式に承認されたもの、そして、今後とも

改訂等のための仕様の維持管理団体が指定されている

ことが望まれる。国内では官民共同で 1999年 3月に、

ISO/TC211で策定中の仕様をベースに地理情報標準第

1版が策定され、2000年 7月に改訂第 1.1版が策定さ

れている。この中で、メタデータとして ISO19115CD

をベースに JMPが定義されており、本調査において

GEO-J Pro�le案に採用するメタデータ形式に、国内

標準の JMP を採用することにした。以下に GEO-J

Pro�le案の作成方針を示す。

� メタデータ形式には国内標準に位置付けられる

JMP1.1を採用する。

� メタデータ内にメタデータの DTD(XML)の参

照を記述する。

� GEO Pro�leで定義される検索項目の内、必須

とされる Annex B.2 の検索項目を尊重する。

� ISO19115CD.2 Annex.Eで推奨される検索項目

を検討する。

� XML、HTML、SUTRSそれぞれの返戻形式は

JMP1.1準拠とする。

なお、国土交通省国土地理院のWebゲートウエイ

との接続性についても考慮している。

現在、国際的に地理情報メタデータの形式には、

� FGDC CSDGM

� ISO19115CD準拠

上記の 2種類が存在する。公式にリリースされてい

る仕様は CSDGMのみであるが、日本をはじめとし

て現状の ISO19115CDをベースに自国のメタデータ

形式を策定している国々がある。GEO-J Pro�le案で

は、国際標準を踏まえた国内規格を尊重する形で策定

作業を行った。

4.2.3 ISO19115CDの動向

ISO19115は 2001年 1月末までCD Final Textのレ

ビューが行われている。このレビューにおいて修正を伴

うコメントがなかった場合、DIS (Draft International

Standard)に向けた作業に入ることになる。このよう

に、地理情報メタデータは近く ISO規格として成立す

る目処が立つと期待される。

一方、ISO19115がDISに改訂された後、FGDCは

GEO Pro�leの改訂作業に入ることを検討している。こ

の場合、国際的な相互連携を確保するために JMPの改

訂も検討される必要が在る。これらを受けて、GEO-J

Pro�le案も改訂されることが必要になる。

4.3 実証実験システム

本調査で策定したGEO-J Pro�le案を適用したZ39.50

クリアリングハウスの実証実験システムを構築し、シ

ステム側ならびにユーザ側の評価を行った。

4.3.1 機能要件

本実証実験では、Z39.50を採用しGEO-J Pro�le案

を適用したクリアリングハウスを使用する。このため

に必要な環境を構築するにあたり、実証実験システム

の機能要件を以下の開発システムに対して定義した。

� GEO-J Pro�le案を適用するクリアリングハウ

スサーバ

� GEO-J Pro�le案を適用するクリアリングハウ

スWebゲートウエイ

4.3.2 クリアリングハウスサーバの機能要件

クリアリングハウスサーバは、GEO-J Pro�le案で

規定される仕様に対応することが求められる。なお、各

Z39.50機能はGEO-J Pro�le案において規定される。

� 検索機能を連携する DB作成機能を有すること

{ JMP1.1で規定されるXML形式のメタデー

タを扱えること

{ DB作成条件の変更に柔軟に対応できるこ

と

{ 文字列型、数値型、日付型の検索機能を有

すること

{ 項目別ならびに全文の検索機能を有するこ

と

� GEO-J Pro�le案に規定される Z39.50機能に対

応すること

{ Init, Search, Present, Closeの各機能に対

応すること

{ 属性集合に対応すること

{ XML, HTML, SUTRSの各レコード構文

に対応すること
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{ B, S, F, Aの各要素集合名に対応すること

{ 複数 DBの同時検索機能に対応すること

� Shift-JIS, JIS, EUCの日本語文字コード系に対

応すること

� サーバ運用時の接続情報をロギングすること

4.3.3 クリアリングハウスWebゲートウエイの機

能要件

クリアリングハウスWebゲートウエイは、GEO-J

Pro�le案で規定される仕様に対応することが求められ

る。なお、各 Z39.50機能は GEO-J Pro�le案におい

て規定される。

� GEO-J Pro�le案に規定される Z39.50機能に対

応すること

{ Init, Search, Present, Closeの各機能に対

応すること

{ 属性集合に対応すること

{ XML, HTML, SUTRSの各レコード構文

に対応すること

{ B, S, F, Aの各要素集合名に対応すること

{ 複数 DBの同時検索機能に対応すること

� Shift-JIS, JIS, EUCの日本語文字コード系に対

応すること

� Webゲートウエイ運用時の接続情報をロギング

すること

4.4 実証実験環境

本実証実験では 2つのサイトでクリアリングハウス

サーバを稼働し、これらを 1つのWebゲートウエイ

と連携する構成とした (図 1)。利用者がインターネッ

トを経由して、2つのクリアリングハウスサーバにア

クセスするためのWebサーバならびにWebゲートウ

エイを富山に配置した。これにより、利用者からWeb

ブラウザによりアクセス可能な分散環境での実験用

Z39.50地理情報クリアリングハウスを実現した。

3地区において、GEO-J Pro�le案に基づき収集さ

れたメタデータ及びサンプル画像データのサーバへの

配備については、富山に臼杵市、豊中市、東京に大分

県のデータをそれぞれ地区別に独立したDBとして蓄

積した。

表 1: データ格納件数

地域名 メタデータ件数 画像データ件数

大分県 62 18

臼杵市 92 72

豊中市 1958 848

表 2: サイト別 DB構成

地域名 DB名 富山 東京

大分県 oita ○

臼杵市 usuki ○

豊中市 toyonaka ○

表 3: プロトコル機能別アクセス件数

プロトコル機能 件数

Z39.50 Search(検索)リクエスト 3,467

Z39.50 Scan(走査)リクエスト 2,380

Z39.50 Present(返戻)リクエスト 2,094

HTTP リクエスト (画像取得) 1,671

4.5 評価

本実証実験では調査内容をユーザ側、システム側に

区分して実施した。システム側実証実験においては、

構築されたZ39.50サーバ及びWebゲートウエイを対

象に分散環境下における処理効率とシステムリソース

の負荷変化を主に評価した。なお、Z39.50属性集合に

対応する検索については、ユーザ側の評価対象である

検索機能とは別に、検索精度の観点からシステム側の

調査対象に含めた。また、システム側実証実験を通じ

て、国土地理院が運用するWebゲートウエイとの接

続性についても検証した。

ユーザ側実証実験においては、インターネットを経

由した分散環境下で分散環境を意識せずにユーザ側か

らの検索が実行可能なことを確認し、その利用成果の

評価を行った。また、ユーザ側調査においては、3地

区の地方公共団体職員の利用者を対象とした調査票に

基づくアンケート調査、及びシステム部門情報責任者

を対象としたヒアリング調査を実施した。

4.5.1 システム側評価

� DB作成

メタデータ件数とDB作成時間、DBサイズ、シ

ステムリソース消費の観点で評価した。DB作

成時間はメタデータ件数との比例よりも大きく
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大分県 臼杵市 豊中市

データチェック

 モデル地区

DB投入

Webサーバ

Web-Z39.50GW

Z39.50クリアリング
ハウスサーバ1

DB1

XML
HTML
SUTRS
GRS-1

COPY

インターネット

Z39.50クリアリング
ハウスサーバ2

DB2

XML
HTML
SUTRS
GRS-1

COPY
(富山) (東京)

Z39.50サイト1 Z39.50サイト2

Z39.50

Z39.50

ブラウザ ブラウザ

GIS
クリアリングシステム

ブラウザ

既存システム
(検証用) ハードウエア(新規) ハードウエア(既設)

HTTP
HTTP

図 1: 2サイトによるモデル地区実証実験

推移した。これは転置インデックスを処理する

過程で、ソートならびにマージ処理の負担が大

きく影響していると考えられる。また、同程度

のサイズの英語版メタデータと比較して処理時

間が大きい理由として日本語形態素解析処理に

要するコストが効いていると考えられる。
DB サイズはメタデータのサイズと概ね比例に

推移した。なお、これには 1 メタデータのサイ

ズに閉める XMLタグの割合が小さくないこと

を考慮した上での判断である。
システムリソースについては、最大消費量を50MB

と実使用量より大きめに設定したため、消費量

の遷移は良好であった。

� クリアリングハウスサーバ応答

Webゲートウエイを通さずに直接に Z39.50 ク

ライアントを用いて、クライアント同時接続数

とローカルならびにリモートの応答時間の関連

を評価した。この結果、ローカル・リモートの区

別無く応答時間は概ね比例関係にあった。クラ

イアントからの接続要求毎に、UNIXデーモン

としてクリアリングハウスサーバが forkされる。

このサーバプロセスは検索処理時に平均 2.5MB

程度のプロセスメモリを消費する。また、2CPU

モデルで観測しており、kernelスレッド -CPU単

位の負荷分散は良好に機能している。
検索式が論理演算子を挟んで複数に入れ子にな

る場合、検索式と応答には明確な相関を見出す

には到らなかった。これは、総メタデータ数が

2000件程度と小数であることも原因の一つと考

えられる。
なお、GEO-J Pro�leの属性集合の観点からの

検索精度は、本実証実験で使用する検索項目で

規定されるデータ型に応じて、その動作確認を

行った。

� クリアリングハウスWebゲートウエイ応答

クリアリングハウスサーバとWebゲートウエイ

がネットワーク的に近く、クリアリングハウス

サーバからの速い応答が期待される場合、実際

にこのクリアリングハウスサーバからの応答が

速く訪れる。
Webブラウザの同時接続数と応答の相関は、直

接クリアリングハウスサーバとの同時接続数と

の応答の相関と同様な推移を見せた。この理由

は、Webゲートウエイ自体は検索処理を行わず、

背後のクリアリングハウスサーバに仲介してい

るだけであり、背後のクリアリングハウスサー

バの応答特性がそのまま現れているためと考え

られる。
なお、検索式の個数と応答には明確な相関を見

出すには到らなかった。直接クリアリングハウ

スサーバと接続した場合と同様の推移を示した。

しかし、ネットワーク的な距離が大きくなると、

Webゲートウエイの背後にあるクリアリングハ

ウスの応答特性は見掛け上小さくなる。
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4.5.2 ユーザ側評価

ユーザ側評価においては、メタデータの整備に関す

る課題とその対応策についても調査された。なお、こ

こではクリアリングハウスに関する評価及び課題と対

応策について報告する。

� クリアリングハウスの有用性

有用性については肯定的でも、積極的な利用は

無い。これに対しては、クリアリングハウスの

有用性を啓蒙し、積極的な利用促進を図る。

� 運用形態

運用コストやメタデータの修正・更新の困難と

いった課題がある。これに対しては、費用対効

果の改善を目指して、共用空間データ基盤整備

といった空間データの庁内流通と作成コストを

削減する工夫を行い、クリアリングハウスの運

用コストを準備するとともに、クリアリングハ

ウス構築支援策を講ずる。

� ユーザインタフェースへの不満

検索機能の説明が不十分であり、また検索結果の

表示も工夫が足りないなど、ユーザインタフェー

スには不満が多い。これに対しては、検索結果

表示では、タグを日本語表記にし、平明な言葉

で表形式にする等、ユーザインタフェースの改

良とともに、メタデータ内容を説明する機能を

整備する。

� ユーザインタフェースの改良

使いやすいユーザインタフェースであれば利用

頻度が拡大する可能性がある。また、検索方法

の説明やメタデータの用語説明などのヘルプ機

能も必要である。

� メタデータのメンテナンス用ツール整備

空間データ作成責任部署職員が、容易にメタデー

タの登録、修正及び更新が可能なメンテナンス

用ツールの整備を行う。

� クリアリングハウス整備の推進と運用整備

行政の連続性を踏まえ、特に県下市町村が所有

する空間データ流通が必要であることから、他公

共団体のクリアリングハウスの推進を図りデー

タの流通性を確保するとともに、自治体独自で

運用が可能な支援が求められている。

� GISポータルサイト

民間データを含めより広範囲なデータの収集と

GISポータルサイトとなるような情報やリンク

等を網羅したインタフェースとする。

� サムネイル表示

検索結果に日本語表記やサムネイルの表示など

の一層利便性の高いものとする。

5 まとめ

本報告では、GEO Pro�leの国内向けの在り方を検

討した結果、作成された GEO-J Pro�le 案に基づい

て、地理情報メタデータを対象とするクリアリングハ

ウスを構築し、実験的運用を通してシステム側ならび

にユーザ側評価を行った。

モデル地区である、大分県、臼杵市、豊中市におい

て、GEO-J Pro�le案に基づいて地理情報メタデータ

と画像データを作成し、これをXML形式に変換し画

像データとの対応をとった形で実証実験システムに投

入した。

実証実験システムでは、まずXML形式のメタデー

タからクリアリングハウスサーバの検索機能で使用す

るためのデータベースを作成した。あわせてWebゲー

トウエイからの返戻要求を処理するために、HTML形

式のデータに変換した。これらのデータを用いてクリ

アリングハウスサーバを稼働し、Webゲートウエイ

との連携による実証実験環境を構築、分散連携型のク

リアリングハウスのシステム面の特性を調査した。

システム側評価では、2つのクリアリングハウスサー

バのみ使用したため、本格的な分散連携型のシステム

評価には到らなかったが、将来の普及を想定した足掛

かりとなる考察が得られたと考えている。今後、より

高速なネットワークインフラが整備されることにより、

広域に跨るクリアリングハウスの連携が近い将来に期

待される。分散連携型の処理応答についても本格的に

検討されるようになると考えられる。

ユーザ側評価からは、実証実験システムのユーザイ

ンタフェース面の課題が多く指摘されている。今後、

GISは普及期に入り空間データそのものの整備やメタ

データ検索方法の標準化が進み、実際の地理データが

容易に手に入るようになる。クリアリングハウスのよ

うな検索サービスは、この流れに沿い現在の行政の専

門家中心の利用から、一般職員や民間向けの有用な業

務ツールになると考えられる。今回の実証実験では多

くの一般職員を含む調査でありながら、他の地方公共

団体などの空間データの検索ニーズが 3 割を超えて

おり、クリアリングハウス整備のニーズは高い。この

ニーズに応えるために、国や地方公共団体における地

理情報を横断的につなぐための本格的なクリアリング
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ハウスサーバの早急な整備が望まれる。

なお、GIS関係省庁での検討を踏まえ、閣議決定に

より「政府全体の地理情報クリアリングハウス (地理

情報の所在案内システム) を国際標準を踏まえて整備

し、今年度中に運用開始するほか、各省庁が保有する

地理情報について地理情報標準に準拠したメタデータ

を整備する。」(「経済構造の変革と創造のための行動

計画 (第 3回フォローアップ) - 新たな経済成長に向け

ての新行動計画 -」(平成 12年 12月 1日閣議決定))と

された。これにより、地理情報クリアリングハウスへ

の Z39.50の採用が政府全体の方針となっている。

6 最後に

本報告は、今年度、経済産業省から (財)データベー

ス振興センターへの委託を通して行われた「平成 12

年度情報システム標準化推進事業 (地理情報システム

標準化等推進事業)」における調査過程の中間的な結

果に基づいている。

本調査事業では、GIS関係省庁、専門家、地方公共

団体、各企業を委員とするクリアリング調査委員会を

(財)データベース振興センター内に設立し、モデル

地区となった大分県、臼杵市、豊中市の各地方公共団

体職員の方々をはじめ、メタデータの収集、分析及び

ユーザ側実証実験を通して評価作業を行った国際航業

(株)ならびに神鋼リサーチ (株)の方々、XML DTD

の作成ならびにメタデータの整合性のチェックを担当

した (株)NTTデータの方々、クリアリング調査委員

の方々ならびに調査実施企業の方々とGEO-J Pro�le

案の検討を行い、実証実験システムの構築ならびにシ

ステム評価を行ったW&G(株)との連携作業により進

められた。
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